
1 重要な会計方針

(１)　固定資産の減価償却の方法

　　　直接法による定額法を採用している。

(２)　無形固定資産の償却の方法

　  償却期間５年による均等償却をしている。

(３)　共通経費の配賦基準

　  共通経費である人件費、賃借料及び旅費交通費（通勤手当）は、従事時間数により公益

 　 目的会計と法人会計に按分して計上している。

(４)　引当金の計上基準

　  退職給付引当金は、自己都合退職による期末要支給額の100％を計上している。

(５)　リース取引の処理方法

　  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 １年超

165,000 13,750

95,040 293,040

274,560 869,440

534,600 1,176,230

(６)　消費税等の会計処理

　  消費税等の会計処理は税込みにより計上している。

2 特定資産等の増減額及びその残高

特定資産等の増減額及びその残高は、次のとおりである。 (単位:円)

前期末残高 当期増加額

4,805,100 620,100

30,000,000 10,000,000

34,805,100 10,620,100

3 特定資産等の財源等の内訳

特定資産等の財源等の内訳は、次のとおりである。 (単位:円)

当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

5,425,200

40,000,000

45,425,200 ( 0 )

財務諸表に対する注記

(単位：円)

リース物件名 合計

合　　計 1,710,830

科　　　目 当期減少額 当期末残高

退職給付引当資産 5,425,200

複合機 178,750

電話機器 388,080

ＰＣ4台 1,144,000

合　　　計 0 45,425,200

科　　　目
(うち一般正味財産

からの充当額)
(うち負債に対応

する額)

不動産事業準備資産 40,000,000

不動産事業準備資産 (40,000,000)

合　　　計 (40,000,000) (5,425,200)

退職給付引当資産 (5,425,200)



4 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

取得価格 減価償却累計額

0 0

0 0

0 0

5 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 (単位:円)

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額

助成金

0

0 0

6 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。　 (単位:円)

経常収益への振替額

　減価償却費計上による振替額

7 固定資産の明細 (単位：円)

増加額

0 0

0 0

0 0

8 引当金の明細 (単位：円)

4,805,100 620,100

0

金　　額

科　　目 当期末残高

什器備品 0

0 指定正味財産

無形固定資産 0

合　　計 0

内　　容

貸借対照表上
の記載区分

0

当期減少額 当期末残高

合　　　計 0 0

什器備品 0 0

無形固定資産 0 0

合　　　計

科　　　　　　目 期首残高
当期

期末残高
減少額

0

退職給付引当金 0 5,425,200

合　計 0 0

科　　　　　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他


